
【経営会議】令和６年度当初予算 内示一覧（概要）

No
部コー
ド

所属部名称 所属課名称 会計名称 款コード 項コード 目コード
大事業
コード

大事業名称 Ⅰ類／Ⅱ類等
要求金額
（千円）

採否
内示金額
（千円）

査定内容、コ
メント(財政
課)

予算インセン
ティブ(財政
課)

総合戦略推進
に係るコメント
(戦略企画課)

公民連携イン
センティブ
(公民連携推
進室)

DXインセン
ティブ

(行政サービ
ス向上室)

肉付予算 肉付予算の内容

1 1 危機管理室（部） 危機管理室 一般会計 8 1 4 101 防災対策事業 Ⅰ類 147,175 金額査定 87,651 ○ ○
・新田中央公園防災備蓄倉庫シャワー室等
設置工事

2 1 危機管理室（部） 危機管理室 一般会計 8 1 4 102 自主防災組織育成事業 Ⅰ類 7,511 金額査定 5,070 ○

3 4 政策推進部 財政課 一般会計 4 4 1 11 上水道事業会計負担金 ー 45,670 金額査定 670 ○

4 4 政策推進部 秘書広報課 一般会計 2 1 2 115 大東の魅力づくり事業（秘書広報） Ⅰ類 3,297 採択 2,904 ○ ○ ・万博子ども無料招待業務（事務費）

5 4 政策推進部 秘書広報課 一般会計 2 1 2 115
大東の魅力づくり事業（秘書広報）【令
和7年度】

債務負担行為 8,923 採択 0 ○
・万博子ども無料招待業務（入場券料・事務
費）

6 4 政策推進部 公民連携推進室 一般会計 2 1 1 118 公民連携総合調整事業 Ⅰ類 2,134 採択 669 ○ ・公民連携教育実施内容検討支援業務

7 4 政策推進部 公民連携推進室 一般会計 2 1 1 124 北条まちづくり推進事業（Ⅱ期） Ⅰ類 51,152 採択 43,423 ○

・北条地域まちづくり第Ⅱ期事業に係る分
筆登記等業務（その２）
・北条地域公共施設再編及び跡地活用検討
に係る技術的支援業務
・北条地域まちづくり第Ⅱ期事業に係る鑑
定評価業務
北条地域まちづくり第Ⅱ期事業に係る資産
活用改修工事

8 4 政策推進部
行政サービス向上
室

一般会計 2 1 2 112 行政サービスデジタル化推進事業 Ⅰ類 39,790 一部不採択等 36,503 ○ ○ ○
×

（不採択）
○

9 6 市民生活部 環境室 一般会計 4 1 5 101 地球温暖化対策推進事業 Ⅰ類 18,153 一部不採択等 1,437 ○ ○

10 7 福祉・子ども部 福祉政策課 一般会計 3 2 1 11 社会福祉総務経費（政策） ー 71,994 一部不採択等 63,826 ○

11 7 福祉・子ども部 福祉政策課 一般会計 3 2 1 100 社会福祉協議会関係助成事業 Ⅱ類 54,974 金額査定 50,381 ○

12 7 福祉・子ども部 生活福祉課 一般会計 3 5 2 11 生活保護扶助費 ー 2,511,019 金額査定 2,504,174 ○

13 7 福祉・子ども部 障害福祉課 一般会計 3 2 1 108 障害者自立支援給付事業 Ⅱ類 4,069,470 金額査定 3,699,170 ○

14 7 福祉・子ども部 こども家庭室 一般会計 3 4 1 14 児童手当・児童扶養手当支給経費 ー 2,636,561 金額査定 2,364,625 ○
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【経営会議】令和６年度当初予算 内示一覧（概要）
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(公民連携推
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肉付予算 肉付予算の内容

15 7 福祉・子ども部 こども家庭室 一般会計 3 4 1 101 法人立保育所等整備費補助事業 Ⅰ類 127,751 採択 0 ○ ・事業全体

16 7 福祉・子ども部 こども家庭室 一般会計 3 4 2 12 施設型給付・地域型保育給付費 ー 3,608,300 金額査定 3,427,886 ○

17 7 福祉・子ども部 こども家庭室 一般会計 3 4 2 13 障害児通所給付費 ー 1,175,751 金額査定 1,026,103 ○

18 7 福祉・子ども部 こども家庭室 一般会計 3 4 4 13 公立保育所運営経費 ー 246,316 一部調整 246,135 ○ ○

19 9 都市経営部 都市政策課 一般会計 7 3 1 100 空家等対策推進事業 Ⅰ類 13,894 金額査定 11,294 ○

20 9 都市経営部 都市政策課 一般会計 7 3 1 102 まちづくり調査検討事業 Ⅰ類 35,031 一部不採択等 2,970 ○ ○ ○ ○
・住道駅周辺エリア整備構想策定業務
・野崎駅周辺エリアの地域価値向上に向け
たまちづくり推進業務

21 9 都市経営部 資産経営課 一般会計 2 1 5 14 市有財産管理経費（資産経営） ー 29,995 金額査定 29,637 ○ ○

22 10 都市整備部 交通政策課 一般会計 7 2 6 102 地域公共交通事業 Ⅰ類 93,919 金額査定 92,599 ○ ○

23 10 都市整備部 道路課 一般会計 7 3 5 100 深野北谷川線新設事業 Ⅰ類 367,248 一部保留 367,248 ○

24 10 都市整備部 みどり課 一般会計 7 3 2 101 都市公園再整備事業 Ⅰ類 228,072 一部不採択 204,793 ○ ○

25 10 都市整備部 駅周辺整備課 一般会計 7 3 23 100 野崎駅・四条畷駅周辺整備事業 Ⅰ類 1,237,387 一部不採択 1,224,679 ○

26 10 都市整備部 水政課 一般会計 7 5 2 11 ポンプ場維持管理経費 ー 533,767 一部不採択等 493,118 ○
×

（不採択）

27 11 産業・文化部 産業経済室 一般会計 2 1 2 98 大東市ふるさと振興基金積立金 ー 1,060,802 金額査定 955,896 ○

28 11 産業・文化部 産業経済室 一般会計 6 1 2 107 大東ビジネス創造センター事業 Ⅰ類 28,126 採択 28,126 ○

29 11 産業・文化部 産業経済室 一般会計 6 1 2 114 市内企業ＤＸ推進事業 Ⅰ類 7,529 採択 0 ○ ○ ○ ・市内企業DX推進事業業務
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30 11 産業・文化部 観光振興課 一般会計 2 1 2 102 大東の魅力づくり事業 Ⅰ類 23,849 金額査定 12,381 ○ ○ ○ ○ ○
・周遊コンテンツ造成事業実施業務
・観光まちづくり稼ぐ力推進事業実施業務
・周遊型謎解きイベント企画実施業務

31 11 産業・文化部 観光振興課 一般会計 2 1 2 103 歴史的資源を活用したまちづくり事業 Ⅰ類 6,915 採択 6,915 ○ ○
×

（不採択）

32 11 産業・文化部 生涯学習課 一般会計 9 5 7 11 野外活動センタ―等管理運営経費 ー 42,689 一部不採択 41,699 ○

33 11 産業・文化部 生涯学習課 一般会計 9 5 13 100 文化財保護整備事業 Ⅱ類 35,389 一部不採択 10,056 ○ ○ ・【臨】古堤街道休憩施設新設工事

34 11 産業・文化部 生涯学習課 一般会計 9 5 13 101 飯盛城跡保存整備活用事業 Ⅰ類 21,824 金額査定等 21,022 ○

35 11 産業・文化部 生涯学習課 一般会計 9 5 13 103 平野屋新田会所跡保存活用整備事業 Ⅰ類 7,946 採択 3,291 ○ ・【臨】平野屋新田会所跡基本設計業務

36 11 産業・文化部 生涯学習課 一般会計 9 5 14 11 総合文化センター管理運営経費 ー 202,427 金額査定等 196,906 ○

37 13 教育総務部 学校管理課 一般会計 9 2 1 12 小学校維持管理・保健経費 ー 3,311,905 金額査定等 2,957,504 ○ ○

38 14 学校教育政策部 指導・人権教育課 一般会計 9 1 1 101 英語教育推進事業 Ⅰ類 47,635 採択 47,635
×

（不採択）
×

（不採択）
×

（不採択）

39 14 学校教育政策部 指導・人権教育課 一般会計 9 1 1 102 不登校支援・相談事業 Ⅰ類 43,334 金額査定 30,086 ○ ○
×

（不採択）
×

（不採択）

40 14 学校教育政策部 指導・人権教育課 一般会計 9 1 1 107 学校支援事業 Ⅰ類 43,960 金額査定 43,972 ○ ○ ○
×

（不採択）
×

（不採択）
○

・水泳授業民間委託　モデル実施に係る費
用
・【臨】eスポーツ部活動体験イベント業務

41 14 学校教育政策部 教職員課 一般会計 9 1 1 14 教育委員会総務経費（教職員） ー 125,559 金額査定 50,015 ○ ○

42 14 学校教育政策部 ＩＣＴ教育戦略課 一般会計 9 1 1 114 GIGAスクール推進事業 Ⅰ類 180,633 金額査定 174,118 ○

43 14 学校教育政策部 ＩＣＴ教育戦略課 一般会計 9 1 1 121 ICT活用教育推進事業 Ⅰ類 51,663 金額査定 20,504 ○ ○

44 14 学校教育政策部 教育研究所 一般会計 9 1 1 104 学力向上推進事業 Ⅰ類 25,570 一部不採択等 21,913 ○ ○
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45 15
教育総務部／学
校教育政策部

教育企画室 一般会計 9 1 1 122 義務教育学校設置事業 Ⅰ類 123,317 採択 123,317 ○ ○
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査定内容、コメント等

●所属名

危機管理室

●事業名

防災対策事業

●査定内容、コメント（財政課）

・ペット同行避難に関する消耗品費、備品購入費

➡【金額査定】【条件付き採択】 ペット同行避難に関する要求については、市民の理解を深めながら、段

階的に進めること



査定内容、コメント等

●所属名

危機管理室

●事業名

自主防災組織育成事業

●査定内容、コメント（財政課）

・防災士の資格取得補助金

➡【金額査定】 ０円とする

ニーズ調査を行うなど、より資格取得が進むような制度設計を検討すること



査定内容、コメント等

●所属名

財政課

●事業名

上水道事業会計負担金

●査定内容、コメント（財政課）

・災害・安全対策事業出資金（基幹水道構造物の耐震化事業）

➡【金額査定】 ０円とする



査定内容、コメント等

●所属名

秘書広報課

●事業名

大東の魅力づくり事業（秘書広報）

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・動画などのコンテンツを増やすのではなく、コンテンツがターゲットに受動的に届く工夫を行うこと

（YouTubeのショート動画機能への紐づけなど）

・プレスリリースを成果型（PFS)の支払いにするなど、契約方法を検討すること



査定内容、コメント等

●所属名

行政サービス向上室

●事業名

行政サービスデジタル化推進事業

●査定内容、コメント（財政課）

・通信運搬費（費用）、手数料（費用） ➡【DXインセンティブによる採択】【金額査定】

・事務業務委託料：DX推進等にかかる勉強会等 ➡【予算インセンティブによる採択】

・備品購入費（費用）：

➡【DXインセンティブによる採択】【金額査定】、ワイヤレスマイク機器は【不採択】

導入効果を可視化し、優良事例の庁内周知を図るとともに、業務効率化など行政内部の取組に加え、直接的に市民サービス

の向上につながる取組を促進すること

●予算インセンティブ（財政課）

デジタルツールの導入による業務の効率化

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・ツール導入後の効果検証を行うこと。また、行政サービスの向上や行政のデジタル化につながる有効活用に向けた伴走支援を、

アウトリーチ型で行うこと

●公民連携インセンティブ（公民連携推進室）

【不採択】

・デジタルツールの導入による業務の効率化については、デジタル人材等を活用し、取組みを進めているところであるが、新たな

歳入確保の視点に繋がる等の次の動きが求められることから、今回は不採択とする

●DXインセンティブ（行政サービス向上室）

・議事録作成ツール及び卓上液晶モニターは、トライアル等も踏まえた費用対効果額を算出しており、全庁的な人件費等の抑制に

資するものであると考える。また、デジタルツールの活用による業務効率化を実感し、全庁的な意識の醸成や波及を図っていく趣

旨からも有効と考える

・その他ツールも含め、導入後の使用状況や効果については定期的に検証を行い、必要に応じた運用の見直し等を行うこと



査定内容、コメント等

●所属名

環境室

●事業名

地球温暖化対策推進事業

●査定内容、コメント（財政課）

・公共施設等への再エネ設備導入可能性調査業務、大東市立市民会館ZEB化検討業務委託

➡【金額査定】 ０円とする

対象施設について資産経営課と調整の上で再度要求すること

・家庭用燃料電池設置補助金（一般家庭向け）

➡【不採択】

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・再エネ設備導入可能性調査については、資産経営課と連携を図り、公共施設の統廃合を踏まえた調査と

すること



査定内容、コメント等

●所属名

福祉政策課

●事業名

社会福祉総務経費（政策）

●査定内容、コメント（財政課）

・光熱水費 ➡【金額査定】

・施設修繕料（費用）：駐車場発券機改修 ➡【不採択】 FM調書による

・日常生活自立支援補助事業補助金 ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

福祉政策課

●事業名

社会福祉協議会関係助成事業

●査定内容、コメント（財政課）

・基盤安定化補助金 ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

生活福祉課

●事業名

生活保護扶助費

●査定内容、コメント（財政課）

・扶助費：生活保護扶助費（医療扶助） ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

障害福祉課

●事業名

障害者自立支援給付事業

●査定内容、コメント（財政課）

・扶助費：障害福祉サービス給付費

➡【金額査定】

今後、障害サービス費が一定の伸び率で増加し続けることについて、要因分析やサービス利用の適正

化に向けた取り組みの状況など、対外的に説明できるように整理すること



査定内容、コメント等

●所属名

こども家庭室

●事業名

児童手当・児童扶養手当支給経費

●査定内容、コメント（財政課）

・扶助費：児童手当給付費 ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

こども家庭室

●事業名

施設型給付・地域型保育給付費

●査定内容、コメント（財政課）

・委託料：法人立保育所委託費 ➡【金額査定】

・扶助費：認定こども園施設型給付費等 ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

こども家庭室

●事業名

障害児通所給付費

●査定内容、コメント（財政課）

・扶助費：障害児通所給付費

➡【金額査定】

今後、障害サービス費が一定の伸び率で増加し続けることについて、要因分析やサービス利用の適正

化に向けた取り組みの状況など、対外的に説明できるように整理すること



査定内容、コメント等

●所属名

こども家庭室

●事業名

公立保育所運営経費

●査定内容、コメント（財政課）

・通信運搬費（費用）、事務業務委託料：保育業務支援システム関連 ➡【調整】【DXインセンティブによ

る採択】

●DXインセンティブ（行政サービス向上室）

・感染症への対応や各家庭の生活スタイル・保護者ニーズの多様化などにより、こども園及び保育所職員

の負担が高まっている状況の中、保育業務支援システムを導入することにより、保育士が子どもと向き合

う時間が増えるなど、保育の質の向上につながるとともに、保護者との確実・安全な情報共有が図れるこ

とが見込まれることから、その導入効果は高いと考える



査定内容、コメント等

●所属名

都市政策課

●事業名

空家等対策推進事業

●査定内容、コメント（財政課）

・個人補助金 ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

都市政策課

●事業名

まちづくり調査検討事業

●査定内容、コメント（財政課）

・住道駅周辺等活性化応援団コーディネート業務 ➡【公民連携インセンティブによる採択】

・人口流入・定住促進検証検討業務 ➡【金額査定】 ０円とする

・四条畷架道橋改築等基礎調査業務 ➡【不採択】

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・住道、野崎のエリアビジョンについては特定財源の確保に努めること

●公民連携インセンティブ（公民連携推進室）

・本市のまちづくりおいて、住道駅周辺整備はこれまでも積極的に進めてきたところですが、次の展開と

して様々な事業者が参画し、さらに魅力的なエリアとしていく必要がある

・まちづくり調査検討事業については、将来的に多くの人材を巻き込むきっかけとなり、また、より有益な

空間活用に繋がるリソースを複数活用したものである。さらに、現状の規制をより効果的な運用となるよ

う検討するものであり、多角的にそして長期的なまちづくりを実現する事業であるため、【予算インセン

ティブあり】としている



査定内容、コメント等

●所属名

資産経営課

●事業名

市有財産管理経費（資産経営）

●査定内容、コメント（財政課）

・手数料（費用）：草刈手数料（北条四丁目等市有地） ➡【金額査定】

・防草シート設置及びフェンス改修（メッシュフェンス）工事 ➡【予算インセンティブによる採択】

●予算インセンティブ（財政課）

・防草シート設置による草刈費用の削減



査定内容、コメント等

●所属名

交通政策課

●事業名

地域公共交通事業

●査定内容、コメント（財政課）

・事務業務委託料：地域住民アンケート調査 ➡【金額査定】 ０円とする

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・交通再編に向けた検討期間（5年間）のロードマップを作成し、各年度の成果を取りまとめ、見える化を

していくこと



査定内容、コメント等

●所属名

道路課

●事業名

深野北谷川線新設事業

●査定内容、コメント（財政課）

・国・土地購入費、単・土地購入費、単・建設事業補償金 ➡【保留】



査定内容、コメント等

●所属名

みどり課

●事業名

都市公園再整備事業

●査定内容、コメント（財政課）

・東諸福公園東屋等設計業務委託、東諸福公園東屋等設置工事監理業務委託、東諸福公園東屋等設置工

事 ➡【不採択】

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・（仮称）ほうじょう学園のグランド共用との連携を十分に図ること



査定内容、コメント等

●所属名

駅周辺整備課

●事業名

野崎駅・四条畷駅周辺整備事業

●査定内容、コメント（財政課）

・四条畷東西駅前広場附属施設等設計業務委託、野崎駅西側駅前広場水道設備設置工事 ➡【不採択】



査定内容、コメント等

●所属名

水政課

●事業名

ポンプ場維持管理経費

●査定内容、コメント（財政課）

・市内ポンプ場ピット槽浚渫工事、三箇第６ポンプ場塗装工事 ➡【不採択】

・御領ポンプ場ゲート操作盤改修工事、銭屋川排水機場操作盤改修工事 ➡【金額査定】 ０円とする

●DXインセンティブ（行政サービス向上室）

【不採択】

・開閉操作の自動化という点において、DX的な要素を含み、その効果についても一定期待できるものの、

事業の査定に関しては、多額の整備費がかかるものであることから、DX枠としての判断が難しいものと

考える



査定内容、コメント等

●所属名

産業経済室

●事業名

大東市ふるさと振興基金積立金

●査定内容、コメント（財政課）

・その他積立金 ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

産業経済室

●事業名

大東ビジネス創造センター事業

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・（一社）大東ビジネスサポート協議会の制度検討については進捗を報告すること

・アウトリーチ的な手法を用いたD-Bizの周知及び活用促進策を検討すること



査定内容、コメント等

●所属名

産業経済室

●事業名

市内企業ＤＸ推進事業

●査定内容、コメント（財政課）

・市内企業DX推進事業業務委託

➡【条件付き採択】 直接経費については、実績に基づいた精算ができるような契約になるよう見直

すこと

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・大東市版ブロックチェーンの核としての位置づけや方向性を整理すること



査定内容、コメント等

●所属名

都市魅力観光課

●事業名

大東の魅力づくり事業

●査定内容、コメント（財政課）

・観光ＰＲブースセット制作業務委託 ➡【予算インセンティブによる採択】

・周遊コンテンツ造成事業実施業務委託、観光まちづくり稼ぐ力推進事業実施業務委託、周遊型謎解きイ

ベント企画実施業務委託 ➡【公民連携インセンティブによる採択】

・観光振興業務委託 ➡【金額査定】 ０円とする

●予算インセンティブ（財政課）

・デジ田交付金を活用した観光振興及び地域経済活性化

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・商品化や周遊コンテンツを考えるにあたっては産業振興の視点を併せ持つこと

●公民連携インセンティブ（公民連携推進室）

・大東市独自の地域の特色を活かした商品開発や地域経済活性化につながるおみやげ等を販売するコン

テンツを作成し、行政の認証制度による付加価値向上と市の魅力発信につなげていく取組であるため、【イ

ンセンティブあり】としている



査定内容、コメント等

●所属名

都市魅力観光課

●事業名

歴史的資源を活用したまちづくり事業

●査定内容、コメント（財政課）

・ＶＲゴーグル「飯盛城」制作及び機器導入業務委託、飯盛城アプリメンテナンス業務委託、三好長慶およ

び飯盛城ＰＲに係る他市連携業務 ➡【予算インセンティブによる採択】

●予算インセンティブ（財政課）

・デジ田交付金を活用した観光振興及び地域経済活性化

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・グッズの作成や販売については、産業振興の視点を併せ持つこと

●公民連携インセンティブ（公民連携推進室）

【不採択】

・三好長慶及び飯盛城跡PRに係る他市連携や飯盛城アプリVR制作及び機器導入については、認知度を

拡大し、観光客等の消費活動を促進することにつながるが、上記のような取り組みを、民間の力や資金を

活用して進めていくことが求められることから、今回は不採択とする



査定内容、コメント等

●所属名

生涯学習課

●事業名

野外活動センタ―等管理運営経費

●査定内容、コメント（財政課）

・施設修繕料（費用）：野外活動センタートイレ洋式化修繕 ➡【不採択】 FM調書による



査定内容、コメント等

●所属名

生涯学習課

●事業名

文化財保護整備事業

●査定内容、コメント（財政課）

・会計年度任用職員報酬等：事務補助職員（文化財マップ等作成要員）、印刷製本費：文化財マップ

➡【不採択】 文化財保存活用地域計画を踏まえた内容で作成すること

・堂山古墳土留柵改修工事 ➡【不採択】 FM調書による



査定内容、コメント等

●所属名

生涯学習課

●事業名

飯盛城跡保存整備活用事業

●査定内容、コメント（財政課）

・施設修繕料（費用）：飯盛城跡管理費 ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

生涯学習課

●事業名

総合文化センター管理運営経費

●査定内容、コメント（財政課）

・施設修繕料：照明卓用ＵＰＳ・バッテリー修繕、西側受水槽扉修繕、大ホール吸収冷温水機補修工事設計

業務委託

➡【不採択】 FM調書による

・手数料（費用）：内壁タイル調査 ➡【調整】 ０円とする

・総合文化センター駐車場改修工事 ➡【調整】

・備品購入費（資産）：陶芸用電気窯 ➡【金額査定】 ０円とする



査定内容、コメント等

●所属名

学校管理課

●事業名

小学校維持管理・保健経費

●査定内容、コメント（財政課）

・施設修繕料：施設・設備・遊具・空調等の修理 ➡【金額査定】

・三箇小学校増築工事関連費用 ➡【調整】 ０円とする

・四条北小学校長寿命化改良工事設計業務委託 ➡【調整】 ０円とする

【事業全体へのコメント】

・小・中学校の整備について、令和６年度より「義務教育学校設置事業」が本格的に予算化され、今後短期

間に大規模整備が集中することで、施工者の絶対数の不足や法制度による環境の変化、資材高騰や資材

調達の遅延、庁内の人材不足など、工期や費用、人材面において施工能力の限界が見込まれることから、

「大東市立小中学校長寿命化計画」の見直しも含め、その平準化について検討すること

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・長寿命化計画については、今後の児童・生徒数の推移や職員のマンパワーの状況、義務教育学校の動き

なども鑑み、資産経営課とも相談の上、再考していくこと



査定内容、コメント等

●所属名

指導・人権教育課

●事業名

英語教育推進事業

●予算インセンティブ（財政課）

AET（英語指導助手）へのJETプログラム活用 ➡【不採択】

●公民連携インセンティブ（公民連携推進室）

【不採択】

・AETへのJETプログラム活用については、民間団体との連携等が見込まれるが、既存の取組みの活用

から大東市の工夫等を行い、新たな付加価値を今後さらに生みだしていく必要があることから今回は、不

採択とする

●DXインセンティブ（行政サービス向上室）

【不採択】

・提出資料からは、DXインセンティブの対象となる取組内容及び費目が不明瞭であり、判断が困難なた

め、本様式による評価対象外とする。ただし、貴課におけるデジタル技術やツールの導入に係る取組につ

いては、「デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上」に繋がる取組として事業設計を行うことで、デ

ジタル田園都市国家構想推進交付金（デジタル実装タイプ・TYPE1）の対象となる可能性も考えられるこ

とから、本交付金活用の積極的な検討が必要と考える



査定内容、コメント等

●所属名

指導・人権教育課

●事業名

不登校支援・相談事業

●査定内容、コメント（財政課）

・報償金：不登校指導員 報償費 ➡【金額査定】【条件付き採択】 校内ボイス（仮）に係る不登校支援員の増額について

は、利用実績に基づく効果検証など、本取組の成果をとりまとめ、継続の有無について検討を行った上で、次年度の予算

要求を行うこと

・オンライン不登校支援業務委託 ➡【条件付き採択】 1年限りとし、効果検証を行った上で継続の有無を判断するこ

と

●予算インセンティブ（財政課）

ネーミングライツ制度の導入、大東スクールアシスト制度（学校支援人材バンク）の拡充

●公民連携インセンティブ（公民連携推進室）

【不採択】

・ネーミングライツ制度の導入については、歳入確保の観点からインセンティブを付与するものとし、公民連携事業として

の予算インセンティブはなしとする

・大東スクールアシスト制度については、教職員の業務軽減に繋がるが、そこから生み出される付加価値を検討していく

必要があることから今回は不採択とする

●DXインセンティブ（行政サービス向上室）

【不採択】

・提出資料からは、DXインセンティブの対象となる取組内容及び費目が不明瞭であり、判断が困難なため、本様式によ

る評価対象外とする。ただし、貴課におけるデジタル技術やツールの導入に係る取組については、「デジタルを活用した地

域の課題解決や魅力向上」に繋がる取組として事業設計を行うことで、デジタル田園都市国家構想推進交付金（デジタル

実装タイプ・TYPE1）の対象となる可能性も考えられることから、本交付金活用の積極的な検討が必要と考える



査定内容、コメント等

●所属名

指導・人権教育課

●事業名

学校支援事業

●査定内容、コメント（財政課）

・印刷製本費：部活動地域移行 部員募集チラシ作成 ➡【金額査定】 ０円とする

・事務業務委託料：水泳授業民間委託 モデル実施 ➡ 【予算インセンティブによる採択】【条件付き採択】水泳授業民間委託のモデル実施

にあたっては、水泳授業の必要性について十分な検討を行い、市長レクを行った上で進めること

●予算インセンティブ（財政課）

中学校の休日部活動の地域移行、ネーミングライツ制度の導入、大東スクールアシスト制度（学校支援人材バンク）の拡充

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・改修済みのプールの活用と民間委託への移行の整理を行うこと

・eスポーツ部は、スポーツ振興課との連携を検討すること

●公民連携インセンティブ（公民連携推進室）

【不採択】

・中学校の休日部活動の地域移行については、教員の働き方改革といった課題への対応であるが、事業実施によるさらなる付加価値を生み

出す必要があることから、今回は不採択とする

・ネーミングライツ制度の導入については、歳入確保の観点からインセンティブを付与するものとし、公民連携事業としての予算インセンティ

ブはなしとする

・中学校モデル校（１校）での水泳授業民間委託については、他校での実施が現在のところ不透明であり、事業実施の効果はこれからとなる

ことから、今回は不採択とする

・大東スクールアシスト制度については、教職員の業務軽減に繋がるが、そこから生み出される付加価値を検討していく必要があることから

今回は不採択とする

●DXインセンティブ（行政サービス向上室）

【不採択】

・提出資料からは、DXインセンティブの対象となる取組内容及び費目が不明瞭であり、判断が困難なため、本様式による評価対象外とする。

ただし、貴課におけるデジタル技術やツールの導入に係る取組については、「デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上」に繋がる取組と

して事業設計を行うことで、デジタル田園都市国家構想推進交付金（デジタル実装タイプ・TYPE1）の対象となる可能性も考えられることから、

本交付金活用の積極的な検討が必要と考える



査定内容、コメント等

●所属名

企画・教職員課

●事業名

教育委員会総務経費（教職員）

●査定内容、コメント（財政課）

・会計年度任用職員報酬等：

教頭マネジメント支援員 ➡【金額査定】【条件付き採択】 １年限定とし、効果検証を行うこと

教員業務支援員 ➡【金額査定】 ０円とする

・事務業務委託料：出退勤システム導入費、使用料及び賃借料：カードリーダー保守サービス費

➡【DXインセンティブによる採択】

●DXインセンティブ（行政サービス向上室）

・費用対効果額が積算されており、教職員だけでなく、市の会計年度任用職員に係る業務など、庁内の業

務の効率化及びペーパーレス化の推進に資する取組として、有効と考える



査定内容、コメント等

●所属名

ＩＣＴ教育戦略課

●事業名

GIGAスクール推進事業

●査定内容、コメント（財政課）

・ＩＣＴ支援員配置業務委託 ➡【金額査定】 支援員２名とする

・事務業務委託料（資産）：無線アクセスポイント増設分 ➡【金額査定】



査定内容、コメント等

●所属名

ＩＣＴ教育戦略課

●事業名

ICT活用教育推進事業

●査定内容、コメント（財政課）

・費用弁償：ICT教育推進フォーラムコンテスト優秀者旅費 ➡【金額査定】 ０円とする

・消耗品費：ICT教育推進フォーラム 消耗品・記念品、ＡＩ型デジタルドリル使用料 ➡【金額査定】

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・授業分析等、実験的取組を学力向上の取組に活かすとともに、今後も引き続き学力向上や子どもの能

力開発にICTを活用する取組を検討すること



査定内容、コメント等

●所属名

教育研究所

●事業名

学力向上推進事業

●査定内容、コメント（財政課）

・費用弁償：学力向上先進地視察研修（石川県） ➡【金額査定】

・普通旅費：指導主事資質向上のための管外視察研修、だいとう教育ビジョンに係る動画作成業務委託

➡【不採択】

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・これまでの視察等、学び合う授業にかかる各種取組が学力向上につながっていることの検証を行うこ

と



査定内容、コメント等

●所属名

教育企画室

●事業名

義務教育学校設置事業

●査定内容、コメント（財政課）

【事業全体へのコメント】

・本事業が本格的に予算化されることに伴い、「大東市立小中学校長寿命化計画」に基づく老朽化対策と

整備時期が重なり、今後短期間に大規模整備が集中することで、施工者の絶対数の不足や法制度による

環境の変化、資材高騰や資材調達の遅延、庁内の人材不足など、工期や費用、人材面において施工能力の

限界が見込まれる。したがって、施設整備方針の策定にあたっては、その平準化について関係課と十分に

調整を図るとともに、調達方法や設計施工監理手法の改善方策、民間ファイナンス・ノウハウの活用等、公

民連携の視点により総事業費の圧縮に努めること

●総合戦略推進に係るコメント（戦略企画課）

・みどり課等関係部署との連携を十分にはかること


